
 

 

改訂前 改訂後 

第１５編 魚 礁 

第 2 章  沈設魚礁 

2.3  沈設魚礁の性能照査の基本 

2.3.2  構造型式の設定 

沈設魚礁には、一般に複数の魚礁単体を群として形成される。魚礁単体には型枠を用いてコンクリ

ート一体打ちで製作されるコンクリート製（正確には鉄筋コンクリート製であるが、本書においては

単にコンクリート製という。）魚礁、それらを接合した組立魚礁、鋼製部材からなる鋼製魚礁、及び複

数の材料から構成されるハイブリッド魚礁がある。 
高さが 20m を超える大型の魚礁は、一般に高層魚礁と呼ばれている。高層魚礁は主に鋼材で構成

されるが、構造の一部に小型のコンクリートブロックやコンクリート製魚礁を部材として組み入れて

いるハイブリッド形式のものもある。 
また、魚礁単体の設置方法には、魚礁単体を一定の間隔で面的に配置する方法と複数の魚礁単体を

一つの塊又は山積みに設置する方法がある。後者の方法では、魚礁単体としての照査に加えて、必要

に応じて設置形状を考慮した照査を行うのが望ましい。 
 
 

2.3.3  設計条件 

（1） 設計状況と作用 

沈設魚礁の安全性の性能照査に用いる設計条件は、施工方法、設置場所の水理特性、海底の物理

条件及び漁業に応じた適切なものを設定することを原則とする。主な設計条件としては、設置時の

着底速度、波、流れ、海底の傾斜、底質を扱い、その他については必要に応じて検討することを原

則とする。 
沈設魚礁の施工では、吊り上げ時の荷重と設置時の着底衝撃力が考慮すべき重要な作用となる。

部材の安全性の照査では、それらを主要な作用として、構造耐力上の安全性を検討することを原則

とする。着底衝撃力を算定するためには、着底速度を適切に設定することを原則とする。 
構造物全体の安全性の照査では、流体力、重力、浮力及び魚礁が海底から受ける摩擦力を主な作

用として、沈設魚礁の安定性を検討することを原則とする。沈設魚礁は、海底に設置し、自重のみ

でその安定性を確保するもので、海底の傾斜、摩擦係数、底質などの海底の物理条件も重要な設計

条件となる。底質には、海底の凹凸、地盤反力、底質移動などの条件が含まれる。 
高層魚礁については、その特殊性（高い礁高、大礁体、大重量、低部材強度）を考慮して、特に

以下を検討することを原則とする。 
ⅰ）適切な施工と性能照査を行うため、事前に深浅測量を行い、設置範囲の海底勾配と平坦性

を確認するとともに、海底の目視確認等により地盤反力係数を適切に設定すること。 
ⅱ）設置時の着底速度には、調達可能なクレーン船で魚礁を安全に設置できる値を用いること。 
ⅲ）台風の通過が予測される地域や時期において、ヤード上で組立作業が想定される場合は、

施工段階に応じて風荷重に対する安定性を検討するとともに、完成後の仮置時においても

検討を行い、転倒の危険性がある場合は、対策を講じること。風荷重の算定に用いる風速

としては、その地域のその季節に想定される最大風速を用いることが望ましいが、観測記
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礁全体の設置形状を対象にした安定性の照査に代えてもよい。 
 

2.3.3  設計条件 

(1) 設計状況と作用 

沈設魚礁の安全性の性能照査に用いる設計条件は、施工方法、設置場所の水理特性、海底の物理

条件及び漁業に応じた適切なものを設定することを原則とする。主な設計条件としては、設置時の

着底速度、波、流れ、海底の傾斜、底質を扱い、その他については必要に応じて検討することを原
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とする。着底衝撃力を算定するためには、着底速度を適切に設定することを原則とする。 
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用として、沈設魚礁の安定性を検討することを原則とする。沈設魚礁は、海底に設置し、自重のみ

でその安定性を確保するもので、海底の傾斜、摩擦係数、底質などの海底の物理条件も重要な設計
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検討を行い、転倒の危険性がある場合は、対策を講じること。風荷重の算定に用いる風速

としては、その地域のその季節に想定される最大風速を用いることが望ましいが、観測記



 

 

改訂前 改訂後 

録等の資料がない場合には風速 50m/s 程度を用いてもよい。 
 

鋼材の腐食のように経年的に重量が減少し、安定性に影響する場合は、その影響も考慮すること

を原則とする。 
流体力は、主に波による短周期の振動流（波動流）と定常的な流れによる力である。流れには鉛

直成分と水平成分があるが、沈設魚礁の照査では、流速の垂直成分は水平成分に対して相対的に小

さく、実用上無視することができる。沈設魚礁の設計条件としては、再現期間における極大流体力

を発生する暴風時等における波と流れで検討することを原則とする。この波・流れの条件は波と流

れの結合確率から決定することが望ましいが、信頼できる結合確率が得られない場合は、安全側の

設計として波動流と流れの再現期間における極大流速を別々に求めて、それらの合成流速ベクトル

を求めてもよい。波の設計条件については、「第２編第 3 章 波」を参照することができる。流れ

の設計条件については、「第２編第 6 章 流れ」及び本項「(2) 流れによる設計流速」を参照するこ

とができる。 
設置場所が浅海域にある場合は、波動流速が潮位によっても有意に変化するため、設計条件とし

て潮位も考慮しなければならない。潮位については、「第２編第 2 章 潮位」を参照することがで

きる。 
漁具により沈設魚礁がけん引される恐れがある場合は、必要に応じてそのけん引力を作用として

検討することが望ましい。 
摩擦力は、水中重量の海底面に垂直な成分と静止摩擦係数との積によって算定することを原則と

する。 
 

（2） 流れによる設計流速 

流れは、潮流（潮汐流）、吹送流及び海流などから成る。一般に、水深の浅い沿岸域では海流は 

相対的に小さくなり、逆に水深の深い沖合域では潮流が相対的に小さくなるが、場所によっては両

者とも重要になることもある。吹送流は風が海面に及ぼす応力によって発生する流れであり、底層

ではその影響は顕著でないので、一般には無視されているが、強風が長時間、一方向に吹く場合に

発達する可能性がある。また、海域によっては気象擾乱に伴う長周期波や急潮と呼ばれる強い流れ

が突発的に発生することもある。これらの流れは、海域特有のものであり、必要に応じて考慮する

ことを原則とする。 
照査に用いる流れの流向と流速は、潮流、海流及び吹送流などの各種の流れの成分の合成ベクト

ルとして求めることができる。潮流、海流及び吹送流については、「第 2 編第 6 章 流れ」を参照

することができる。流れは、時間的にも空間的にも複雑に変化する可能性があるため、長期間の流

速観測又は信頼できる流れの数値シミュレーションに基づき適切に定めることが望ましいが、実績

のある簡便な方法として以下を用いてもよい。 

1.5cos)(  θUzU RRc  ……………………………………………………（式 15-2-1） 
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ここに、 

録等の資料がない場合には風速 50m/s 程度を用いてもよい。 
 

鋼材の腐食のように経年的に重量が減少し、安定性に影響する場合は、その影響も考慮すること

を原則とする。 
流体力は、主に波による短周期の振動流（波動流）と定常的な流れによる力である。流れには鉛

直成分と水平成分があるが、沈設魚礁の照査では、流速の鉛直成分は水平成分に対して相対的に小

さく、実用上無視することができる。沈設魚礁の設計条件としては、再現期間における極大流体力

を発生する暴風時等における波と流れで検討することを原則とする。この波・流れの条件は波と流

れの結合確率から決定することが望ましいが、信頼できる結合確率が得られない場合は、安全側の

設計として波動流と流れの再現期間における極大流速を別々に求めて、それらの交差角を考慮した

合成流速ベクトルとしてもよい。波の設計条件については、「第２編第 3 章 波」を参照すること

ができる。流れの設計条件については、「第２編第 6 章 流れ」及び本項「(2) 流れによる設計流

速」を参照することができる。 
設置場所が浅海域にある場合は、波動流速が潮位によっても有意に変化するため、設計条件とし

て潮位も考慮しなければならない。潮位については、「第２編第 2 章 潮位」を参照することがで

きる。 
漁具により沈設魚礁がけん引される恐れがある場合は、必要に応じてそのけん引力を作用として

検討することが望ましい。 
摩擦力は、水中重量の海底面に垂直な成分と静止摩擦係数との積によって算定することを原則と

する。 
 

(2) 流れによる設計流速 

流れは、潮流（潮汐流）、吹送流及び海流などから成る。一般に、水深の浅い沿岸域では海流は 

相対的に小さくなり、逆に水深の深い沖合域では潮流が相対的に小さくなるが、場所によっては両

者とも重要になることもある。吹送流は風が海面に及ぼす応力によって発生する流れであり、底層

ではその影響は顕著でないので、一般には無視されているが、強風が長時間、一方向に吹く場合に

発達する可能性がある。また、海域によっては気象擾乱に伴う長周期波や急潮と呼ばれる強い流れ

が突発的に発生することもある。これらの流れは、海域特有のものであり、必要に応じて考慮する

ことを原則とする。 
照査に用いる流れの流向と流速は、潮流、海流及び吹送流などの各種の流れの成分の合成ベクト

ルとして求めることができる。潮流、海流及び吹送流については、「第 2 編第 6 章 流れ」を参照

することができる。流れは、時間的にも空間的にも複雑に変化する可能性があるため、長期間の流

速観測又は信頼できる流れの数値シミュレーションに基づき適切に定めることが望ましいが、以下

の簡便な方法を用いて定めてもよい。 
ⅰ）底層又は潮流が卓越する浅海域において、流速の鉛直変化に関する信頼できる観測値が得ら

れていない場合は、式 15-2-1 を用いてもよい。 
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ここに、 
Uc (z)：海底からの高さ z (m)における流れの速度（m/s） 



 

 

改訂前 改訂後 

Uc(z)：海底からの高さ z (m)における設計流速（m/s） 
UR：沈設魚礁の設置場所の海底から高さ zR における参照流速。参照流速は海図又

は潮汐表の表面流速、あるいは 14 日間以上の長期間の流速観測値から潮流の

調和解析により推定される最大流速であり、zR は前者の場合はその場所での水

深、後者の場合は流速測定点の高さとなる。 
θ：波と流れの交差角（信頼できる値が得られない場合又は波のない場合は θ = 0°と

する） 
 
 
 
 
 
 

2.4  沈設魚礁の性能照査 
2.4.2 安全性に関する性能照査 

(1)  部材の安全性の照査 

（略） 
 
① 沈設魚礁の基本検討事項 

a） （略） 

 
b） 海底設置時の着底衝撃力に対する安全性の検討 

沈設魚礁を海底に設置する際に発生する着底衝撃力は、図 15-2-2 の手順にしたがって、自重

の k 倍の静的荷重として算定することができる。ここで、付加質量係数（CMA）と抗力係数（CD）

は、信頼できる模型実験に基づく値を使用することが望ましいが、表 15-2-1 を参考に決定して

もよい。 
 
 
 
 
 

Uc (zR)：沈設魚礁の設置場所の海底から高さ zR における参照流速。潮流が卓越する

海域で潮流速度を参照流速とする場合は、海図又は潮汐表の表面流速、あるい

は 14 日間以上の長期間の流速観測値から潮流の調和解析により求められる

最大流速の予測値であり、zR は前者の場合はその場所での水深、後者の場合は

流速測定点の高さとなる。 
ⅱ）波浪が弱く、潮流が卓越する内海、内湾等の海域で、潮流速度（照査に用いる高さでの値）

が後述する式 15-2-13 で算定される波動流速 Ua の 5.7 倍より大きい場合は、その潮流速度

（照査に用いる高さでの値）に割増係数 1.582)を乗じた値を流れの設計速度 Uc として、式

15-2-18c を適用できる流れ単独の場とみなしてもよい。 
ⅲ）流れとしては潮流が卓越し、波浪も影響する海域で、外力として潮流と波動流を同時に考慮

する場合は、式 15-2-20 で照査に用いる波との同時発生確率を考慮するため、流れの設計速

度 Uc には潮流速度（照査に用いる高さでの値）をそのまま用いてもよい。 
 

2.4 沈設魚礁の性能照査 

2.4.2 安全性に関する性能照査 

(1)  部材の安全性の照査 

（略） 
 
① 沈設魚礁の基本検討事項 

a） （略） 

 
b） 海底設置時の着底衝撃力に対する安全性の検討 

沈設魚礁を海底に設置する際に発生する着底衝撃力は、図 15-2-2 の手順にしたがって、自重

の k 倍の静的荷重として算定することができる。ここで、付加質量係数（CMA）と抗力係数（CD）

は、信頼できる模型実験に基づく値を使用することが望ましいが、表 15-2-1 を参考に決定して

もよい。 
 
 
 
 
 



 

 

改訂前 改訂後 

 
図 15-2-2 着底衝撃力の算定手順 2)3) 

 
 
 
 
 

 
図 15-2-2 着底衝撃力の算定手順 3)4) 

 
 
 
 
 

 

着底速度 ：実際のクレーンでの吊り下げ速度又

は最大値 0.8m/s に設定 

 

 

 

NO 

、 の算出 

を k 倍した重量として衝撃力を算出 

部材の構造計算 

ここに、 V ：魚礁の実容積（m3） g ：重力加速度（m/s2） 

 A ：海底面に対する全射影面積（m2） ε ：変位量（m） 

  ：部材の単位体積重量（kN/m3） R ：地盤反力（kN） 

  ：海水の単位体積重量（kN/m3） K ：地盤反力係数（kN/m2） 

  ：着底衝撃力による静荷重に換算した単体体積重量（kN/m3） 

 

A、V、σG の設定 

YES 

 

 

着底速度 ：実際のクレーンでの吊り下げ速度又

は最大値 0.8m/s に設定 
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を k 倍した重量として衝撃力を算出 

部材の構造計算 

ここに、 V ：魚礁の実容積（m3） g ：重力加速度（m/s2） 

 A 
：海底面に対する全射影面積

（m2） 
ε ：変位量（m） 

  ：部材の単位体積重量（kN/m3） R ：地盤反力（kN） 

  ：海水の単位体積重量（kN/m3） K ：地盤反力係数（kN/m2） 

  ：着底衝撃力による静荷重に換算した単体体積重量（kN/m3） 

A、V、σG の設定 

YES 

 



 

 

改訂前 改訂後 

 
 

表 15-2-1 付加質量係数（CMA）と抗力係数（CD） 

 

沈設魚礁単体は､一般に海底までクレーンによって吊り下げて設置されるが､設計条件とし 

てその際の着底速度は､現地での施工計画及び施工機材を考慮して決定することが望ましいが､

最大 0.8m/s としてもよい。また、地盤反力係数は、底質が砂泥∼砂礫の場合は 30,000∼
50,000kN/m2 を用い、岩の場合は、事前調査等により適切な値を設定することが望ましいが、

既往の実験 5)を参考にしてもよい。 
沈設魚礁の部材の安全性の照査は、魚礁単体の吊り上げ方法、海底地盤の凹凸・傾斜、設置

時の波・流れなどを考慮して、海底面に着底する姿勢を想定し、線形弾性モデルに基づく骨組

解析プログラムなどを用いて計算することが望ましい。この場合、着底姿勢に応じて、吊りワ

イヤーへ荷重を分散させてよい。なお、1.5m 又は 2.0m 角の角型魚礁については、面着（地盤

との設置角度θ＝0゜）と稜着（θ＝45゜）の両方の場合（図 15-2-3）を想定して検討を行う

ことが望ましい。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

表 15-2-1 着底衝撃力の算定に用いる付加質量係数（CMA）と抗力係数（CD）の参考値 

 

沈設魚礁単体は、一般に海底までクレーンによって吊り下げて設置される｡その際の設計条

件としての着底速度は､現地での施工計画及び施工機材を考慮して決定することが望ましい

が､最大 0.8m/s としてもよい。また、地盤反力係数は、底質が砂泥∼砂礫の場合は 30,000∼
50,000kN/m2 を用い、岩の場合は、事前調査等により適切な値を設定することが望ましいが、

既往の実験 5)を参考にしてもよい。 
沈設魚礁の部材の安全性の照査は、魚礁単体の吊り上げ方法、海底地盤の凹凸・傾斜、設置

時の波・流れなどを考慮して、海底面に着底する姿勢を想定し、線形弾性モデルに基づく骨組

解析プログラムなどを用いて計算することが望ましい。この場合、着底姿勢に応じて、吊りワ

イヤーへ荷重を分散させてよい。なお、1.5m 又は 2.0m 角の角型魚礁については、面着（地盤

との設置角度θ＝0゜）と稜着（θ＝45゜）の両方の場合（図 15-2-3）を想定して検討を行う

ことが望ましい。 
 
 
 
 
 
 
 
 

部材 

形状 

1) 

 

2) 

 

3) 

 1 2 4 5 10 20 ∞ 1 2 5 10 20 40≦ 1 2 4 5 10 20 ∞ 

 1.05 1.08 1.13 1.14 1.25 1.50 2.0 0.63 0.68 0.74 0.82 0.90 1.0 1.12 1.15 1.19 1.20 1.29 1.50 2.0 

 1.0 1.0 1.0 

射影

面積 
   

基準 

体積 
   

注）板材 3)を含む場合には、基準体積と実体積が異なるため、 
次式により換算した を用いる。 

 

：換算付加質量係数、 ：板材の基準体積の合計、 
  ：板材以外の部材も含めた魚礁の全実体積、 ：板材の実体積 

部材 

形状 

1) 2) 3) 

 1 2 4 5 10 20 ∞ 1 2 5 10 20 40≦ 1 2 4 5 10 20 ∞ 

 1.05 1.08 1.13 1.14 1.25 1.50 2.0 0.63 0.68 0.74 0.82 0.90 1.0 1.12 1.15 1.19 1.20 1.29 1.50 2.0 

 1.0 1.0 1.0 

射影

面積 
   

基準 

体積 
   

注）板材 3)を含む場合には、基準体積と実体積が異なるため、 
次式により換算した CMA を用いる。 

 

CMA：換算付加質量係数、 V ′：板材の基準体積の合計、 
V ：板材以外の部材も含めた魚礁の全実体積、V1 ：板材の実体積 

a 

b l 
a 

l 

a 

b l 

a 

b l 
a 

l 

a 

b l 



 

 

改訂前 改訂後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜面着＞       ＜稜着＞ 
図 15-2-3 設置時のイメージ 

 
小型の魚礁単体を積み上げて設置する場合は、着底衝撃力による破損が発生しないような設

置形状を設定し、着底速度の制御が可能な状態で施工することが望ましい。 
 
② （略） 

 
③ 鋼製魚礁単体の部材の安全性の照査 

鋼製魚礁単体は、魚礁単体の構造をモデル化し、想定される荷重条件に対して照査を行うのが

よい。照査は、信頼できる構造計算プログラムを用いて行うことが望ましい。この場合、使用プ

ログラム名、入力条件、荷重分布、作用する曲げモーメント、軸力及びせん断力を確認するもの

とする。 
部材は、以下の手順で決定することを標準とする。 

 
ⅰ）部材に働く曲げモーメント、軸力、せん断力で部材断面を決定する。 
ⅱ）圧縮力が働く部材は、座屈の有無を検討し、部材長さ、部材断面の妥当性を調べる。  
ⅲ）部材接合部やブロックの強度の向上、転置・仮置・組立時の形状保持のため、目板やブ

レースを適宜配置する。 
ⅳ）波などによる繰り返し荷重が、部材の許容応力度に占める割合が高い場合は、疲労によ

る強度の低下や破壊の有無について検討する。 
ⅴ）機能部材としての遮蔽版や水平版も、魚礁全体の強度や経済性の向上につながる場合は、

構造材として積極的に利用する。 
ⅵ）吊り上げ時及び設置時における構造耐力上の安全性の検討は、腐食代を含んだ部材の製

作初期断面で行う。設置後の流体力に対する安全性の検討は、設計供用期間経過後の腐

食代を含まない断面で行う。 
（新設） 

 
 

a） 鋼製部材の許容応力度 
鋼製部材についての許容応力度は、「第３編第 2 章 鋼材」の「表 3-2-2 構造用鋼材の許容

 
 

 
 
 
 
 
 
 

＜面着＞        ＜稜着＞ 
図 15-2-3 設置時のイメージ 

 
小型の魚礁単体を積み上げて設置する場合は、着底衝撃力による破損が発生しないような設

置形状を設定し、着底速度の制御が可能な状態で施工することが望ましい。 
 

②（略） 

 
③ 鋼製魚礁単体の部材の安全性の照査 

鋼製魚礁単体は、魚礁単体の構造をモデル化し、想定される荷重条件に対して照査を行うのが

よい。照査は、信頼できる構造計算プログラムを用いて行うことが望ましい。この場合、使用プ

ログラム名、入力条件、荷重分布、作用する曲げモーメント、軸力及びせん断力を確認するもの

とする。 
部材は、以下の手順で決定することを標準とする。 

 
ⅰ）部材に働く曲げモーメント、軸力、せん断力で部材断面を決定する。 
ⅱ）圧縮力が働く部材は、座屈の有無を検討し、部材長さ、部材断面の妥当性を調べる。  
ⅲ）部材接合部やブロックの強度の向上、転置・仮置・組立時の形状保持のため、目板やブ

レースを適宜配置する。 
ⅳ）機能部材としての遮蔽版や水平版も、魚礁全体の強度や経済性の向上につながる場合は、

構造材として積極的に利用する。 
ⅴ）吊り上げ時及び設置時における構造耐力上の安全性の検討は、腐食代を含んだ部材の製

作初期断面で行う。 
ⅵ）設置後の流体力に対する安全性の検討は、設計供用期間経過後の腐食代を含まない断面

で行う。 
 
ⅶ）波などによる繰り返し荷重が、部材の許容応力度に占める割合が高い場合は、疲労によ

る強度の低下や破壊の有無について検討する。 
 

a） 鋼製部材の許容応力度 
鋼製部材についての許容応力度は、「第３編第 2 章 鋼材」の「表 3-2-2 構造用鋼材の許容



 

 

改訂前 改訂後 

応力度」を参照し、吊り上げ時及び着底時においては、作用を短期荷重として取り扱い、表の

2 倍の値を用い､設置後においては、部材に働く流体力を長期荷重として取り扱い、表中の値

をそのまま用いてもよい。 
 

b）～e） （略） 
 
④・⑤ （略） 

 
（2） 構造物全体の安全性の照査 

構造物全体の安全性の照査においては、流体力による沈設魚礁の滑動又は転倒に対する安定性を

検討することを原則とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

応力度」を参照し、吊り上げ時の応力、設置時の着底衝撃力及び設置後の流体力は短期荷重

として取り扱い、表の 2 倍の値を用いてもよい。 
 
 

b）～e） （略） 
 

④・⑤ （略） 

 
（2） 構造物全体の安全性の照査 

構造物全体の安全性の照査では、沈設魚礁の設置後の波・流れによる流体力の作用に対し、移動

や揺動によりその機能が損なわれることのないよう、魚礁単体の滑動又は転倒に対する安定性を検

討することを原則とするが、図 15-2-4 の設置条件の違いにより照査条件を緩和することができる。

また、設置する海底の底質や流動環境によっては、魚礁が沈下、埋没し、その機能が失われるおそ

れがあるため、事前調査により洗掘や埋没の可能性の少ない場所を選定したり、魚礁の接地面積を

大きくしたり、事前に埋没深さを予想して脚部を設けるなどの対策を行うことが望ましい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開始 

礁の積み重ね 

はあるか 

No 

砂礫底か注 3 

乱積みか 
Yes Yes 見かけの摩擦 

係数
注１

は既知か 

魚礁の表面素材間の摩擦係数を用い、 

滑動注 2及び転倒に対する安定性を検討 

見かけの摩擦係数を 

用いた滑動安全率注 1 

より安定性を検討 

Yes 

転倒に対する安定性 

のみを検討注 4 

滑動及び転倒に 

対する安定性を検討 

No 

No No 

Yes 

注１ 乱積み魚礁では、様々な方向を向いた魚礁単体が互いにかみ合うことにより安定性が増加す

る可能性がある。その場合の安定性は礁全体の形状維持の観点から評価し、次式で定義され

る見かけの摩擦係数 γを用いた、魚礁単体の滑動安全率のみから検討してもよい。 
γ = Fmax/Ws 

ここに、Ws は魚礁の水中重量(kN)、Fmax は許容変形（礁高の変化率 10%以下）の波浪条件

下仮想的に設置された魚礁単体に働く最大流体力の計算値(kN)で、水理模型実験、又は変

形が許容値以下の既設魚礁が受けた最大波から推算することができる。 
注２ 積み重ねて設置された魚礁は、わずかな移動でも落下により礁の高さが減少し、機能低下に

つながるため、滑動に対する安定性も検討する。 
注３ ここでの砂礫底は細礫より細かい底質粒径に覆われた海底を指し、岩盤や巨礫が所々露出す

る砂混じりの海底は岩盤または捨石として含めない。 
注４ 砂礫底上では礁の機能低下につながる移動は転倒により生じるため、滑動に対する安全率は

考慮しなくてもよい。 



 

 

改訂前 改訂後 

 
 

①  滑動に対する検討 

沈設魚礁の滑動に対する安定性は、式 15-2-3 により検討するのを標準とする。 

SF
F
W




 ………………………………………………………………………（式 15-2-3） 

ここに、 
W：沈設魚礁の水中重量（kN ） 
F ：沈設魚礁に作用する波・流れによる流体力（kN ） 
μ：魚礁と地盤との摩擦係数で、海底が平坦な砂礫の場合には 0.6 を用い、その他   

の場合の摩擦係数は、「第３編 5.1  静止摩擦係数」を参考とし、設置状況に対  

して適切な値を使用する。なお、脚部に爪、形鋼を設置するなどして、摩擦力の

増加を図った魚礁の場合は、信頼できる実験結果に基づく摩擦係数を使用する 

ことができるが、最大 1.0 までとする。 
FS ：安全率（1.2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 15-2-4 設置条件の違いを考慮した安定性の照査の緩和 
 
①  滑動及び転倒に対する安定性の検討 

海底付近の構造物では、流速の鉛直成分は水平成分に対して相対的に小さく、水平流速のみで流体

力を算定することができるが、水平方向の流速であっても水平流体力だけでなく、鉛直方向の力であ

る揚力が生じる。揚力は、沈設魚礁のように流れに対する遮蔽性の低い構造物では一般に無視するこ

とができるが、面積の大きい水平遮蔽面又は傾斜した遮蔽面を有する構造物や海底面との間に隙間の

ない不透過構造物では問題になることがあることに留意して、必要に応じて検討する。滑動又は転倒

に対する安定性の検討では、高さ方向の流速変化及び構成部材の配置や単位体積重量の違いに伴う作

用力の変化や沈設魚礁を設置する海底面の傾斜の影響も適切に考慮する必要がある。海底面の傾斜の

影響は、乱積み設置の魚礁の場合は考慮できないが、それ以外の魚礁については、流体力の作用方向、

傾斜方向、及び沈設魚礁の設置方向を特定できる特殊な場合を除き、水平流体力が海底面の傾斜方向

に作用する、最も危険な条件を想定して検討することを標準とする。以上の影響を考慮した安定性の

照査方法として、図 15-2-5 に基づき作用力を底面に垂直な成分と平行な成分に分解し、滑動又は転

倒に対する安定性をそれぞれ式 15-2-2 又は式 15-2-3 を用いて検討することを標準とする。 
 

 

図 15-2-5 設置面の傾斜の影響を考慮した作用力の分解方法 
 

SFୱ ൌ
𝜇𝑅
𝑃 ൒ 1.2 …………………………………………………………（式 15-2-2） 

SF୭ ൌ
𝑀௥

𝑀௢
൒ 1.2 …………………………………………………………（式 15-2-3） 

𝑅 ൌ 𝑊௦ cos𝛽 െ 𝐹 sin𝛽 …………………………………………………………（式 15-2-4） 
𝑃 ൌ 𝐹 cos𝛽 ൅𝑊௦ sin𝛽 …………………………………………………………（式 15-2-5） 

𝑀௥ ൌ ሺ𝑊௦ cos𝛽 െ 𝐹 sin𝛽ሻ ∙ 𝑠 …………………………………………………（式 15-2-6） 

𝑀௢ ൌ 𝐹𝑑ி cos𝛽 ൅𝑊௦ 𝑑ௐsin𝛽 …………………………………………………（式 15-2-7） 

ここに、 
SFs：滑動安全率 
SFo：転倒安全率 

β

Ws



 

 

改訂前 改訂後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
②  転倒に対する検討 

沈設魚礁の転倒に対する安定性は、式 15-2-4 により検討するのを標準とする。 

S
A

V F
l
l

F
W

  ……………………………………………………………………（式 15-2-4） 

μ：魚礁とその接地面との静止摩擦係数（「第３編 5.1  静止摩擦係数」を参照し、設置状況

に応じて適切な値を用いる） 
R：魚礁全体に作用する合力の底面に垂直な成分（kN） 
P：魚礁全体に作用する合力の底面に平行な成分（kN） 
Mr：魚礁全体の抵抗モーメント（kNm） 
Mo：魚礁全体の転倒モーメント（kNm） 
Ws：魚礁全体の水中重量（揚力を考慮する場合は水中重量と揚力の差）（kN） 
β：底面の傾斜角（°）（乱積み魚礁の場合は β = 0°とする） 
F：魚礁全体に作用する水平流体力（kN） 
s：魚礁の高さ方向の中心線が底面と交わる点から魚礁が転倒する際の回転軸までの距離

（m） 
dF：魚礁全体の水平流体力の作用点から底面までの距離（m） 
dW：魚礁全体の水中重量の作用点から底面までの距離（m） 

魚礁を層区分して波浪下における流体力を算定する場合は、各層での最大流体力に位相差が生

じる可能性があるが、F の設計値は式 15-2-8 により求めることができる。dF は、魚礁を高さ方

向に層区分して式 15-2-8 で計算することができるが、区分した層内や層区分しない場合での流

体力の作用点は流れ方向からの投影面積の図心としてよい。Ws は式 15-2-9 により構成部材の水

中重量の和として、また dW は式 15-2-11 により構成部材毎の水中重量の重心位置として求める

ことができるが、揚力を考慮する場合は上方からの投影面積の図心の高さに揚力が作用するもの

として計算してよい。 

𝐹 ൌ෍𝐹௜
௜

 …………………………………………………（式 15-2-8） 

𝑊௦ ൌ෍𝑊௝൫1 െ 𝑤଴ 𝑤௝⁄ ൯
௝

 ………………………………………………（式 15-2-9） 

𝑑ி ൌ
1
𝐹෍𝐹௜𝑑ி,௜

௜

 ……………………………………………（式 15-2-10） 

𝑑ௐ ൌ
1
𝑊௦

෍𝑊௝൫1 െ 𝑤଴ 𝑤௝⁄ ൯
௝

𝑑ௐ,௝ ……………………………………………（式 15-2-11） 

ここに、 
Fi：魚礁 i 層に作用する水平流体力（kN） 
Wj：構成部材 j の重量（kN） 
w0：海水の単位体積重量（kN/m3） 
wj：構成部材 j の単位体積重量（kN/m3） 
dF , i：魚礁 i 層の水平流体力の作用点から底面までの距離（m） 
dW, j：構成部材 j の重心から底面までの距離（m） 

 
（削る。） 
 
 



 

 

改訂前 改訂後 

ここに、 
lA：流れに直角な鉛直面への魚礁の図心までの高さ（m） 
lV ：魚礁の水中重量の作用点の底面への射影点から最も近い転倒の中心線までの距 
   離（m） 
FS：安全率（1.2） 

 
海底が傾斜している場合は、重力、浮力及び流体力を、地盤面に対し垂直方向と接線方向に分

解、合成した諸数値を用いて、滑動及び転倒を検討することを原則とする。また、設置する海底

の底質や流動環境によっては、魚礁が洗掘、埋没又は沈下し、その機能が失われるおそれがある。

このため、洗掘と埋没に対しては、波浪や流れ等の事前調査を行い、影響の少ない水深域に設置

し、また沈下に対しては、魚礁の接地面積を大きくするなどの対策を行うのが望ましい。 
 

③ 流体力の算定 

波・流れによる流体力については、魚礁設置海域の条件に応じて以下のいずれかの方法で算定

し、砕波の影響を受ける領域と受けない領域を、「第 16 編 2.2.4 藻場礁の安定質量」に準じて区

分することを標準とする。流体力の算定に用いる流速は、その鉛直方向の変化を考慮して適切に

決定することを標準とする。潮流、海流などの定常流とみなせる流れでは、流向と流速が鉛直方

向に複雑に変化する場合があるため、底層付近の任意高さにおける水平流速は、実測等に基づき

適切に設定することが望ましいが、実用的には、式 15-2-1 及び式 15-2-2 により推定される流速

は、安全側の値として用いることができる。 
流速が鉛直方向に変化する場合の魚礁全体に働く流体力は、魚礁を高さ方向に微小な部位に分

けて、各部位での流体力を以下に示す方法により算定し、それらの流体力の合計として求めるこ

とができるが､実用的には、礁高が水深に対して 1/10 以下の場合は、設計流速を魚礁頂部の流速

で代表させて魚礁全体の射影面積を用いて流体力を算定してもよく、またそうでない場合は魚礁

全体を構造上の観点から数個の層に分けて、各層の流体力の総和として求めてもよい。各層に分

割する場合は、各層の流体力は、対応する層での流速、抗力係数、射影面積等の値を用いて算定

することを標準とする。 
 

a） 流れのみを考慮する場合 

沈設魚礁に働く流体力は、式 15-2-5 で表される抗力として求めることができる。 

2

2
1 AUCF D ……………………………………………………………（式 15-2-5） 

ここに、 
F：抗力（kN ） 

 ：海水の密度（t /m3） 

CD：抗力係数 
U ：水平流速（m/s） 
A ：流れ方向の射影面積（魚礁の構成部材の総和）（m2） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
② 流体力の算定 

構造物全体の安全性の照査に用いる流体力については、設計条件下で生じる最大流体力 Fmax

を算定することを原則とする。Fmax の算定のためには、波の不規則性と非対称性、波と流れの共

存・交差、及び流速の鉛直分布の影響を適切に評価する必要がある。その手法として図 15-2-6 の

手順に従い、式 15-2-12～式 15-2-18 を用いて Fmax を求めることができる。流速の鉛直分布の影

響を考慮するためには、魚礁を高さ方向にいくつかの層に区分して Fmax を算定する必要がある

が、魚礁の高さと水深との比が 0.3 以下の場合は層分割せずに求めてもよい。 

 
 

          

図 15-2-6 最大流体力 Fmax の算定手順と最大流速波形、Ua、Tpp 及び Tzp の定義 

注１ 砕波帯内の場合は、「第 2 編 3.2.6 潮位」に加えて、「第 2 編 3.6 波による平均水

位の上昇」による変化を考慮することを原則とする。 
注２ 砕波の影響を受ける領域では、波動流が支配的であるため、多くの場合流れを無

視（Uc=0 m/s と仮定）してもよいが、潮流等の影響が無視できない場合は Uc を

適切に考慮する。 
注３ 設計に用いる波向と流れの向きとの交差角（0～90°）で、不明の場合は =0°と

する。 
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b） 砕波の影響を受けない領域で波を考慮する場合 

最大波力 F は、式 15-2-6～式 15-2-10 により算定することができる。 

sinmUu   ………………………………………………………………（式 15-2-6） 

)/π2sinh(
)/π2cosh(π

LhT
LzHUm  ……………………………………………………（式 15-2-7） 
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mDD AUCF   …………………………………………………………（式 15-2-8） 
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VCF π2 …………………………………………………………（式 15-2-9） 
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2  ……………………………………（式 15-2-10） 

ここに、 
u ：高さ z、位相 θにおける波動流速（m/s） 
CM ：質量係数（CM ＝CM A+1；CMA は付加質量係数） 
CD ：抗力係数 
A ：波の進行方向の射影面積（魚礁の構成部材の総和）（m2） 
V ：実容積（m3） 
z ：海底からの高さ（m） 
H、T 、L：設置位置における有義波高（m）、有義波周期（s）、波長（m） 

 
なお、魚礁頂部の水深が L/2 より深い場合には、波力は無視してもよい。 
波と流れが混在する場合は、式 15-2-11 で表される、位相 θ の関数である F の最大値を求め

て照査に用いる流体力とすることができる。 

 cossin
2

M
m

c
D F

U
UFF 








  ………………………………………（式 15-2-11） 

ここに、 
Uc：検討する高さにおける流れの設計流速（m/s）（本章「2.3.3 設計条件」の「(2) 

流れによる設計流速」を参照する） 
 
c） 砕波の影響を受ける領域で波を考慮する場合 

砕波の影響を受ける領域に設置される魚礁に作用する波力は、「第 16 編 2.2.4  藻場礁の安

定質量」を参照して砕波の影響を受ける領域での波動流速を算定し、式 15-2-12 により求める

ことができる。 

2

2
1

mD AUCF   …………………………………………………………（式 15-2-12） 

ここに、 Um ：砕波の影響を受ける領域での波動流速（m/s） 
砕波の影響を受ける領域であっても、潮流が無視できない場合は、照査に用いる流体力を式

15-2-13 により算定することができる。 

 参照波高 Href の算定 

波群中で最大流体力が発生する波は、必ずしも最大波高の波ではなく、最大流速波形の波で

ある（図 15-2-6 参照）。最大流速波形の算定のための参照波高 Href として最大波高を用いる

が、その近似値として 1/250 最大波高 H1/250 を代用してもよい。H1/250 は、砕波の影響を受け

ない領域では波高分布にレーリー分布を仮定して、また砕波の影響を受ける領域では合田のモ

デル 6)により、求めることができるが、それらと同等の式 15-2-12 により算定してもよい。 

 𝐻୰ୣ୤ ൌ ቊ
1.8𝐻ଵ/ ଷ :ℎ/ 𝐻଴ᇱ ൒ 4.0
𝜆଴𝐻ଵ/ ଷ  :ℎ/ 𝐻଴ᇱ ൏ 4.0 ………………………………（式 15-2-12） 

ここに、 
H1/3：設計対象地点での設計波高（有義波）(m) 
λ0：図 2-4-4 から求められる波高の補正係数 
H0′：換算沖波波高（m） 

 
 Ua と Tpp の算定 
Fmax の算定に用いる流速振幅 Ua とピーク・ピーク周期 Tpp は、図 15-2-6 で定義される最大

流速波形の値であり、それぞれ式 15-2-137)と式 15-2-147)により求めることができる。 

𝑈௔ ൌ 𝑟𝑈୅୧୰୷ ………………………………………………………………………（式 15-2-13） 

𝑇௣௣ ൌ minሼ1,  0.515ሾ1 ൅ expሺെ0.00939𝑈௥ሻሿሽ
𝑇
2 ………………………（式 15-2-14） 

𝑟 ൌ ቊ1 െ 0.471 tanh ቈ1.46 ൬
𝐻୰ୣ୤
ℎ ൰

ଵ.ସସ

቉ቋ ൬0.947 ൅ 3.77
𝐻ଵ/ ଷ

𝐿 ൰ ……………（式 15-2-15） 

𝑈୅୧୰୷ ൌ
π𝐻୰ୣ୤ coshሺ2π𝑧஺/𝐿ሻ  

𝑇sinhሺ2πℎ/𝐿ሻ  ………………………………………………（式 15-2-16） 

𝑈௥ ൌ
𝐻୰ୣ୤𝐿ଶ

ℎଷ  ……………………………………………………………………（式 15-2-17） 

ここに、 
zA：海底から対象構造物の図心までの高さ（m） 
min{a, b}：a または b のいずれか小さい方の値 
T = T1/3 = T0：設計対象地点における周期（s） 
L：設計対象地点における微小振幅波の波長（m） 

 
c） 最大流体力 Fmax の算定 

波群中での最大流体力 Fmax は式 15-2-18 により算定することができる。 

 𝐹max ൌ

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧

1
2
𝜌𝐶𝐹max𝐴𝑈𝑎2 ∶ 𝑟𝑢 ൑ 0.1           

1
2
𝜌𝐶𝐹𝐴𝑉𝑚2        ∶ 0.1 ൏ 𝑟𝑢 ൏ 0.9

1
2
𝜌𝐶𝐷𝑆𝐴𝑈𝑐2     ∶ 𝑟𝑢 ൒ 0.9           

 

…………………………………（式 15-2-18a） 

…………………………………（式 15-2-18b） 

…………………………………（式 15-2-18c） 

𝐶ி ൌ ൫1 െ ඥ𝑟௨൯𝐶ி୫ୟ୶ ൅ ඥ𝑟௨𝐶஽ௌ ………………………………………………（式 15-2-19） 



 

 

改訂前 改訂後 

)(
2
1 22

cmD UUACF   …………………………………………………（式 15-2-13） 

ここに、 
Uc：潮流流速（m/s） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

𝑉௠ ൌ ඥ𝑈௔ଶ ൅ 𝑈௖ଶ ൅ 2𝑈௔𝑈௖cos𝜃  ………………………………………………（式 15-2-20） 

𝑟௨ ൌ
𝑈௖

𝑈௖ ൅ 𝑈௔
 …………………………………………………………………（式 15-2-21） 

ここに、 
ρ：海水の密度（t/m3） 
A：次項「流体力係数の決定」により定める魚礁の基準面積（m2） 
CFmax：次項「流体力係数の決定」により KC=2VmTp p/D で定義する KC 数の関数として

定める魚礁の最大力係数 
CDS：次項「流体力係数の決定」により定める定常流中での魚礁の抗力係数 

 
波・流れによる流体力の算定には、従来、流体力を慣性力と抗力の和で表すモリソン式（式

2-6-2）が広く用いられてきた。しかし、モリソン式は流速の時間変化から流体力の時間変化を

求める式である。モリソン式により Fmax を算定するためには、二つの流体力係数（CD と CM ）

を適切に定めるとともに、流速の時間波形を適切に定めて、それらに基づき流体力の時間変化

から Fmax を求める必要がある。これに対して、式 15-2-18a は、Fmax のみに着目した式であ

る。当式は波単独の場（ru=0）で Fmax を直接求められるだけでなく、非対称性の強い流速波

形であっても Fmax をモリソン式よりも精度よく算定できることが示されている 8)。さらに波

と流れが共存し、交差する条件においては、モリソン式では適用性が低く、流体力を過大評価

する問題が指摘されている 9)10)のに対して、式 15-2-18a を波・流れの共存場にも適用できる

ようにした式 15-2-18b は、交差角や波と流れの流速比の影響を適切に評価できることが示さ

れている 11)。 
 

 流体力係数の決定 

流体力係数は、流体力を表す数学モデルにおいて物体の形状等の影響を表す無次元係数であ

り、モデルにより異なる。定常流中の物体に作用する抗力は、流速の 2 乗と流れ方向からの物

体の投影面積との積に比例するモデルで表される。CDS はその流体力係数であり、式 15-2-22
で定義される。波動流中での流体力は、流速の 2 乗に比例する抗力と流体の加速度に比例する

慣性力の和で表され、時間的に変化する。その流体力の最大値 Fmax を算定するための式が式

15-2-18a である。CFmax はその流体力係数で、式 15-2-23 で定義される。CDS は式 2-6-4 で定

義されるレイノルズ数 Re の関数であり、CFmax はレイノルズ数と式 15-2-24 で定義されるク

ーリガン・カーペンター数（KC 数）の関数である。 

𝐶஽ௌ ൌ
2𝐹஽
𝜌𝐴𝑈௖ଶ

 ………………………………………………………………（式 15-2-22） 

𝐶ி୫ୟ୶ ൌ
2 𝐹୫ୟ୶
𝜌𝐴𝑈௔ଶ

 ……………………………………………………………（式 15-2-23） 

𝐾஼ ൌ
2𝑈௔𝑇௣௣
𝐷  …………………………………………………………………（式 15-2-24） 

ここに、 
FD：定常流中の物体に作用する抗力（kN） 



 

 

改訂前 改訂後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
（参考文献） 
（新設） 
2) ・3) （略） 

ρ：水の密度（t/m3） 
A：物体の基準面積（m2） 
Uc：定常流の速度（m/s） 
Fmax：波動流または振動流中の物体に作用する最大流体力（kN） 
Ua：流速波形のゼロ・アップ・クロス点前後の極小値から極大値までの流速差の 1/2（m/s） 
Tpp：流速波形のゼロ・アップ・クロス点前後の極小値から極大値までの時間（s） 
D：物体の基準幅（m） 

 
魚礁の流体力係数は、以下の事項に留意して適切に決めることを標準とする。 

 
ⅰ）魚礁の流体力係数は、魚礁の構成部材の流体力係数とそれに及ぼす部材間の間隔の影響が

既知である場合は部材の流体力の合力から推定することができるが、それ以外の場合は魚礁

全体の縮尺模型を用いた模型実験により適切に定める必要がある。前者の例として既往文献

12)を参照することができ、また、後者の際には「模型実験による流体力係数の決定の手引き」

13)を参照することができる。 
ⅱ）Re の増加に伴う CDS の変化は一般に、低 Re 領域では比較的急な低下を示すが、Re があ

る程度高くなるとほぼ一定の値を示すようになる。縮尺模型実験による検討ではその一定領

域の CDS 値を設計に用いる。しかし、Re がさらに増加すると、物体の形状によっては CDS

が激減することがある 14)15)。このため、実現象のレイノルズ数に近い条件下での CDS 値が

得られるよう、できるだけ大縮尺での模型実験を行うことが望ましいが、上記の一定領域の

CDS 値は安全側の設計値として用いることができる。 
ⅲ）CDS と CFmax は A の定義に依存する。A は、一般に流れ方向の魚礁の投影面積で定義する

が、魚礁の構成部材の背後に別の部材があり、両部材の流れ方向の間隔が、大きい方の部材

幅の 3 倍以上離れている場合は、各部材は流体力学的に独立であるとして、両部材の投影面

積の和を用いた方がよい 11)。波や流れに対する魚礁の設置方向を確定できない場合は、最大

の流体力が発生する向きにおける A と流体力係数を用いる。A の定義には、形状が複雑過ぎ

て合理的な定義が困難な場合もあり、任意性が残るが、いずれの場合であっても縮尺模型と

実物の A の定義方法は同一でなければならない。したがって、模型実験による流体力係数を

照査に用いる場合は、実物の A の値は(縮尺模型の A)／(模型縮尺率の 2 乗)に等しくなけれ

ばならない。 
ⅳ）CFmax は KC 数だけでなく Re の関数であるが、上記ⅱ)の CDS の場合と同様の理由によ

り、縮尺模型実験による CFmax の実験値は安全側の設計値として用いることができる。 
v）D の定義については、定められた方法はないが、円柱、角柱、平板、等辺山形鋼などの基

本的部材については、文献 11)の方法に基づき決めるとよい。また、魚礁全体の D を定義す

る場合は、CDS×A 又は KC 数が非常に大きいときの CFmax 値と A との積を重みとする構成

部材の D の重み付き平均で定義するとよい。 
 
（参考文献） 
2) 中村 充：漁場工学（水産土木）入門，水産の研究 3（1983），pp.81–88 
3)・4) （略） 
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4) 秀島好昭・上北征男：人工魚礁の着底衝撃力に関する研究（Ⅱ），岩盤・コンクリート基盤での着

底，水産工学研究所報告 4（1983），pp.59-70 
（新設） 
（新設） 
 
 
（新設） 
 
 
（新設） 
 
（新設） 
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（新設） 
 
（新設） 
（新設） 
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